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愛媛県建設工事簡易型総合評価落札方式実施要領（平成 18年９月 20日制定）の一部を次のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。  

改    正    後  改    正    前  

（学識経験者の意見聴取）  （学識経験者の意見聴取）  

第４条  省略  第４条  省略  

２  省略  ２  省略  

３  委員の意見聴取に関する事務については、総務部総務管

理局行政経営課  において処理する。  

３  委員の意見聴取に関する事務については、総務部行財政

改革局行革分権課において処理する。  

（適正な履行の確保）  

第 11条  簡易型総合評価落札方式において、総合評価に係る

資 料 と し て 提 出 さ れ た 施 工 計 画 の 適 正 な 履 行 を 確 保 す る

ため、当該計画の内容と同等以上の施工をしなかったと認

められる場合又は  加点評価のあった評価項目のうち、次

に掲げる項目に該当する場合は、当該工事の工事成績評定

点を減点する。  

（１）実施することとしていた生産性向上の取組（ＩＣＴ

の活用）を実施しなかった場合  

（２）使用するものとしていた主作業船及び建設機械（掘

削系建設機械及びダンプトラック（最大積載量２ｔ以

上）を除く。）を使用しなかった場合  

（３）配置することとしていた 30歳未満又は 35歳未満の若

手技術  者等（担当技術者又は現場代理人）を配置で

きなくなった場合  

（４）全ての下請を県内業者とする施工（県内業者が元請

として自社施工する場合を含む）を計画していたが実

施できなくなった場合  

（適正な履行の確保）  

第 11条  簡易型総合評価落札方式において、総合評価に係る

資 料 と し て 提 出 さ れ た 施 工 計 画 の 適 正 な 履 行 を 確 保 す る

ため、当該計画の内容と同等以上の施工をしなかったと認

められる場合又は、加点評価のあった評価項目のうち、次

に掲げる項目に該当する場合は、当該工事の工事成績評定

点を減点する。  

 

 

（１）使用するものとしていた主作業船及び建設機械（掘

削系建設機械及びダンプトラック（最大積載量２ｔ以

上）を除く。）を使用しなかった場合  

（２）配置することとしていた 30歳未満又は 35歳未満の若

手技術  者等（担当技術者又は現場代理人）を配置で

きなくなった場合  

（３）全ての下請を県内業者とする施工（県内業者が元請

として自社施工する場合を含む）を計画していたが実

施できなくなった場合  
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別表１、別表２及び別表２－２を次のように改める。  
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（　別表１　）

【土木一式工事の場合】

（１）施工計画について

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点

施工上の配慮について工事の条件等を踏まえて、工夫が見られる。 21～30

施工上の配慮について工事の条件等を踏まえて、やや工夫が見られる。 11～20

施工上の配慮について工事の条件等を踏まえており適切である。 0～10

工事の実施手順が適切で、工期が大幅に短縮される。 21～30

工事の実施手順が適切で、工期がやや短縮される。 11～20

工事の実施手順が適切で、各工種の期間設定が適切である。 0～10

品質の確認方法、管理方法が現場条件（地形、地質、環境、地域特性等）
を踏まえて適切であり、工夫が見られる。

21～30

品質の確認方法、管理方法が現場条件（地形、地質、環境、地域特性等）
を踏まえて適切であり、やや工夫が見られる。

11～20

品質の確認方法、管理方法が現場条件（地形、地質、環境、地域特性等）
を踏まえており適切である。

0～10

（２）企業の施工能力について

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点

同種工事の実績あり 10

類似工事の実績あり 5

上記以外 0

80点以上 20

79点 18

78点 16

77点 14

76点 12

75点 10

75点未満 0

２回以上の知事表彰又は四国地方整備局長表彰あり 10

知事表彰又は四国地方整備局長表彰あり 5

表彰なし 0

施工プロセスの全てでＩＣＴを活用（ＩＣＴ全面活用） 10

施工プロセスの一部でＩＣＴを活用（ＩＣＴ部分活用） 5

その他のＩＣＴを活用 3

いずれも活用しない 0

※１

同種工事
類似工事

※２

（３）配置予定技術者について

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点

主任（監理）技術者として同種工事の従事経験あり 10

主任（監理）技術者として類似工事の従事経験あり 6

現場代理人として同種工事の従事経験あり 4

現場代理人として類似工事の従事経験あり 2

上記以外 0

監理技術者になれる資格（実務経験年数又は大臣認定により取得した資格
を除く。）

5

上記以外 0

100ユニット以上 5

80ユニット以上100ユニット未満 4

60ユニット以上80ユニット未満 3

40ユニット以上60ユニット未満 2

20ユニット以上40ユニット未満 1

20ユニット未満 0

※１

※２

（４）技術力の継続的な確保について

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点

県内にあり 10

県内になし 0

当該工事に要する能力以上の主作業船を所有又は所有する主作業船を当該
工事で使用

10

上記以外 0

掘削系建設機械及びダンプトラック（最大積載量２ｔ以上）を所有 5

掘削系建設機械を所有 3

上記以外 0

四国建設業ＢＣＰ等審査会又はえひめ建設業ＢＣＰ等審査会の認定あり 5

認定なし 0

全ての下請業者（二次以下を含む）が県内業者である又は元請業者が県内
業者で工事の全てを自ら施工する

5

上記以外 0

30歳未満を担当技術者として配置 5

35歳未満を担当技術者として配置 4

30歳未満を現場代理人として配置 2

35歳未満を現場代理人として配置 1

上記以外 0

（５）地理的要件

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点

同一市町内にあり 15

旧地方局管内にあり 10

現地方局管内にあり 5

上記以外 0

（６）地域貢献度

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点

次の①～③までの全ての実績あり
①　応急対策業務又は支援活動業務
②　災害ボランティア活動の実績
③　２回以上の訓練パトロールへの参加実績

15

次の①～③までのいずれか２つの実績あり
①　応急対策業務又は支援活動業務
②　災害ボランティア活動の実績
③　２回以上の訓練パトロールへの参加実績

10

次の①～③までのいずれかの実績あり
①　応急対策業務又は支援活動業務
②　災害ボランティア活動の実績
③　２回以上の訓練パトロールへの参加実績

5

上記以外 0

５回以上の参加実績あり 5

５回未満の参加実績あり 3

参加実績なし 0

２件以上の契約実績あり 10

契約実績なし 0
※

※ 本表は、土木一式工事に係る標準的な様式であり、評価内容及び評価基準については、案件に応じて変更する場合がある。

契約実績あり
選
択

過去２か年度の年間維持工事等の契約実績

／１５

／１０
（工種が一般土木の場合）

年間維持工事等の契約
実績

必
須

災害対応等の実績

5

／３０

必
須

／　５

同一市町内（管内）での本・支店、営業所
の所在の有無

公共土木施設愛護事業
への参加実績

過去２か年度の公共土木施設愛護事業への
参加実績

必
須

本・支店、営業所の有
無

／１０

設備等施工体制

必
須

若手技術者等の育成 若手技術者等（35歳未満）の現場への配置 ／　５

「同種・類似工事の従事経験」について、担当技術者及び共同企業体の代表者でない構成員としての従事経験は、入札参加資格とは別に、総合評価においては従事経験に含まない。

選
択

必
須

選
択

選
択

必
須

継続学習（ＣＰＤ）の
取組み

同種・類似工事の従事
経験

過去２か年度の災害協定等に基づく応急対
策業務、支援活動業務及び災害ボランティ
ア活動の実績並びに過去２か年度の災害協
定に基づく訓練パトロールへの参加実績

／１５

／１５

／　５

ＣＰＤの取得単位数 ／　５

／　５
～１０

 (工種が土木一式における一般土木の場合)

掘削系建設機械及びダンプトラック（最大積載
量２ｔ以上）の所有の有無

（鋼橋・ＰＣ橋・水門樋門工事等で工場製作を伴う場合）

製作工場の有無

過去15年間の主任（監理）技術者及び現場
代理人としての同種・類似工事の従事経験

品質管理に係る技術的
所見

／　５

過去15年間の同種・類似工事の施工実績

必
須

県内下請業者の活用 全ての下請を含む施工体制の計画

同種・類似工事の施工
実績

災害時の事業継続力 災害時の事業継続計画（ＢＣＰ）の認定の有無

過去３か年度の工事成績評定平均点

主任（監理）技術者の
保有する資格

保有する資格の有無

「同種・類似工事の施工実績」について、共同企業体の代表者でない構成員としての施工実績は、入札参加資格とは別に、総合評価においては施工実績に含まない。

／２０

（主作業船を用いる海上工事の場合）

所有する主作業船の有無又は使用

／　５

／３０

工程管理に係る技術的
所見

／２０

「災害対応等の実績」について、災害協定に基づく訓練パトロールへの参加実績は、過去２か年度のいずれの年度においても実績がある場合に限る。

選
択

選
択

／５０

土木一式工事における過去５か年度の優良
工事表彰歴

工事の実施手順及び工期設定の妥当性

必
須

工事成績評定点

必
須

／３０

優良工事表彰歴 ／１０

「同種・類似工事の施工実績」では、次に掲げる工事に該当するものを評価する。

「同種・類似工事の従事経験」では、上記（２）の※１に掲げる工事に該当するものを評価する。

／２５

評　価　項　目　等　（施工計画型）

選
択

生産性向上の取組
(ＩＣＴの活用)

当該工事におけるＩＣＴの活用 ／１０

選
択

選
択

施工上配慮すべき事項 施工上配慮すべき事項の適切性 ／３０

／９０

／１０

コンクリート、鋼材溶接部等の品質の確認
方法、管理方法の適切性
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（　別表２　）

【土木一式工事の場合】

（１）企業の施工能力について

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点

同種工事の実績あり 10

類似工事の実績あり 5

上記以外 0

80点以上 20

78点以上80点未満 18

76点以上78点未満 16

74点以上76点未満 14

72点以上74点未満 12

70点以上72点未満 10

70点未満 0

２回以上の知事表彰又は四国地方整備局長表彰あり 10

知事表彰又は四国地方整備局長表彰あり 5

表彰なし 0

施工プロセスの全てでＩＣＴを活用（ＩＣＴ全面活用） 10

施工プロセスの一部でＩＣＴを活用（ＩＣＴ部分活用） 5

その他のＩＣＴを活用 3

いずれも活用しない 0

※１

同種工事
類似工事

※２

（２）配置予定技術者について

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点

主任（監理）技術者として同種工事の従事経験あり 10

主任（監理）技術者として類似工事の従事経験あり 6

現場代理人として同種工事の従事経験あり 4

現場代理人として類似工事の従事経験あり 2

上記以外 0

監理技術者になれる資格（実務経験年数又は大臣認定により取得した資格
を除く。）

5

上記以外 0
監理技術者になれる資格（実務経験年数又は大臣認定により取得した資格
を除く。）

5

主任技術者になれる資格（実務経験年数又は大臣認定により取得した資格
を除く。）

3

上記以外 0

100ユニット以上 5

80ユニット以上100ユニット未満 4

60ユニット以上80ユニット未満 3

40ユニット以上60ユニット未満 2

20ユニット以上40ユニット未満 1

20ユニット未満 0

※１

※２

（３）技術力の継続的な確保について

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点

県内にあり 10

県内になし 0

当該工事に要する能力以上の主作業船を所有又は所有する主作業船を当該
工事で使用

10

上記以外 0

掘削系建設機械及びダンプトラック（最大積載量２ｔ以上）を所有 5

掘削系建設機械を所有 3

上記以外 0

四国建設業ＢＣＰ等審査会又はえひめ建設業ＢＣＰ等審査会の認定あり 5

認定なし 0

全ての下請業者（二次以下を含む）が県内業者である又は元請業者が県内
業者で工事の全てを自ら施工する

5

上記以外 0

30歳未満を担当技術者として配置 5

35歳未満を担当技術者として配置 4

30歳未満を現場代理人として配置 2

35歳未満を現場代理人として配置 1

上記以外 0

（４）地理的要件

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点

同一市町内にあり 15

旧地方局管内にあり 8

上記以外 0

（５）地域貢献度

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点

次の①～③までの全ての実績あり
①　応急対策業務又は支援活動業務
②　災害ボランティア活動の実績
③　２回以上の訓練パトロールへの参加実績

15

次の①～③までのいずれか２つの実績あり
①　応急対策業務又は支援活動業務
②　災害ボランティア活動の実績
③　２回以上の訓練パトロールへの参加実績

10

次の①～③までのいずれかの実績あり
①　応急対策業務又は支援活動業務
②　災害ボランティア活動の実績
③　２回以上の訓練パトロールへの参加実績

5

上記以外 0

５回以上の参加実績あり 5

５回未満の参加実績あり 3

参加実績なし 0

２件以上の契約実績あり 10

契約実績なし 0

※

※ 本表は、土木一式工事に係る標準的な様式であり、評価内容及び評価基準については、案件に応じて変更する場合がある。

／１０

「災害対応等の実績」について、災害協定に基づく訓練パトロールへの参加実績は、過去２か年度のいずれの年度においても実績がある場合に限る。

／　５

／　５

／２５

／　５

／　５
～１０

「同種・類似工事の従事経験」では、上記（１）の※１に掲げる工事に該当するものを評価する。

ＣＰＤの取得単位数

設備等施工体制

「同種・類似工事の施工実績」について、共同企業体の代表者でない構成員としての施工実績は、入札参加資格とは別に、総合評価においては施工実績に含まない。

／２０

選
択

（工種が一般土木の場合）

年間維持工事等の契約
実績

過去２か年度の年間維持工事等の契約実績 ／１０契約実績あり 5

必
須

公共土木施設愛護事業
への参加実績

過去２か年度の公共土木施設愛護事業への
参加実績

／　５

／１５

災害対応等の実績 ／１５

／１５

／３０

過去２か年度の災害協定等に基づく応急対
策業務、支援活動業務及び災害ボランティ
ア活動の実績並びに過去２か年度の災害協
定に基づく訓練パトロールへの参加実績

必
須

必
須

若手技術者等の育成 若手技術者等（35歳未満）の現場への配置

必
須

県内下請業者の活用

必
須

本・支店、営業所の有
無

同一市町内（管内）での本・支店、営業所
の所在の有無

全ての下請を含む施工体制の計画

選
択

生産性向上の取組
(ＩＣＴの活用)

（設計金額1億円以上の工事の場合）

当該工事におけるＩＣＴの活用

必
須

災害時の事業継続力 災害時の事業継続計画（ＢＣＰ）の認定の有無

評　価　項　目　等　（実績確認型）

／　５

優良工事表彰歴

／２０

（主作業船を用いる海上工事の場合）

所有する主作業船の有無又は使用

 (工種が土木一式における一般土木の場合)

掘削系建設機械及びダンプトラック（最大積載
量２ｔ以上）の所有の有無

／５０

過去３か年度の工事成績評定点

／１０

選
択

同種・類似工事の従事
経験

過去15年間の主任（監理）技術者及び現場
代理人としての同種・類似工事の従事経験

／１０

選
択

工事成績評定点

必
須

過去15年間の同種・類似工事の施工実績

（鋼橋・ＰＣ橋・水門樋門工事等で工場製作を伴う場合）

製作工場の有無

選
択

「同種・類似工事の従事経験」について、担当技術者及び共同企業体の代表者でない構成員としての従事経験は、入札参加資格とは別に、総合評価においては従事経験に含まない。

／　５
（災害復旧工事及び設計金額1億円未満の工事

の場合）

保有する資格の有無

必
須

継続学習（ＣＰＤ）の
取組み

同種・類似工事の施工
実績

必
須

「同種・類似工事の施工実績」では、次に掲げる工事に該当するものを評価する。

土木一式工事における過去５か年度の優良
工事表彰歴

／１０

必
須

主任（監理）技術者の
保有する資格

（災害復旧工事以外の設計金額1億円以上の工

事の場合）

保有する資格の有無
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（　別表２－２　）

【設計金額２億円以上の工事のうち、「実績確認型」によることができるもの（土木一式工事）の場合】

（１）企業の施工能力について

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点

同種工事の実績あり 10

類似工事の実績あり 5

上記以外 0

80点以上 20

79点 18

78点 16

77点 14

76点 12

75点 10

75点未満 0

２回以上の知事表彰又は四国地方整備局長表彰あり 10

知事表彰又は四国地方整備局長表彰あり 5

表彰なし 0

施工プロセスの全てでＩＣＴを活用（ＩＣＴ全面活用） 10

施工プロセスの一部でＩＣＴを活用（ＩＣＴ部分活用） 5

その他のＩＣＴを活用 3

いずれも活用しない 0

※１

同種工事
類似工事

※２

（２）配置予定技術者について

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点

主任（監理）技術者として同種工事の従事経験あり 10

主任（監理）技術者として類似工事の従事経験あり 6

現場代理人として同種工事の従事経験あり 4

現場代理人として類似工事の従事経験あり 2

上記以外 0

監理技術者になれる資格（実務経験年数又は大臣認定により取得した資格
を除く。）

5

上記以外 0
監理技術者になれる資格（実務経験年数又は大臣認定により取得した資格
を除く。）

5

主任技術者になれる資格（実務経験年数又は大臣認定により取得した資格
を除く。）

3

上記以外 0

100ユニット以上 5

80ユニット以上100ユニット未満 4

60ユニット以上80ユニット未満 3

40ユニット以上60ユニット未満 2

20ユニット以上40ユニット未満 1

20ユニット未満 0

※１

※２

（３）技術力の継続的な確保について

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点

県内にあり 10

県内になし 0

当該工事に要する能力以上の主作業船を所有又は所有する主作業船を当該
工事で使用

10

上記以外 0

掘削系建設機械及びダンプトラック（最大積載量２ｔ以上）を所有 5

掘削系建設機械を所有 3

上記以外 0

四国建設業ＢＣＰ等審査会又はえひめ建設業ＢＣＰ等審査会の認定あり 5

認定なし 0

全ての下請業者（二次以下を含む）が県内業者である又は元請業者が県内
業者で工事の全てを自ら施工する

5

上記以外 0

30歳未満を担当技術者として配置 5

35歳未満を担当技術者として配置 4

30歳未満を現場代理人として配置 2

35歳未満を現場代理人として配置 1

上記以外 0

（４）地理的要件

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点

同一市町内にあり 15

旧地方局管内にあり 10

現地方局管内にあり 5

上記以外 0

（５）地域貢献度

評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点

次の①～③までの全ての実績あり
①　応急対策業務又は支援活動業務
②　災害ボランティア活動の実績
③　２回以上の訓練パトロールへの参加実績

15

次の①～③までのいずれか２つの実績あり
①　応急対策業務又は支援活動業務
②　災害ボランティア活動の実績
③　２回以上の訓練パトロールへの参加実績

10

次の①～③までのいずれかの実績あり
①　応急対策業務又は支援活動業務
②　災害ボランティア活動の実績
③　２回以上の訓練パトロールへの参加実績

5

上記以外 0

５回以上の参加実績あり 5

５回未満の参加実績あり 3

参加実績なし 0

２件以上の契約実績あり 10

契約実績なし 0

※

※ 本表は、土木一式工事に係る標準的な様式であり、評価内容及び評価基準については、案件に応じて変更する場合がある。

（災害復旧工事以外の場合）

保有する資格の有無

／　５
主任（監理）技術者の
保有する資格

選
択

「災害対応等の実績」について、災害協定に基づく訓練パトロールへの参加実績は、過去２か年度のいずれの年度においても実績がある場合に限る。

（災害復旧工事の場合）

保有する資格の有無

必
須

継続学習（ＣＰＤ）の
取組み

ＣＰＤの取得単位数 ／　５

「同種・類似工事の従事経験」では、上記（１）の※１に掲げる工事に該当するものを評価する。

／１５

必
須

選
択

（工種が一般土木の場合）

年間維持工事等の契約
実績

過去２か年度の年間維持工事等の契約実績

「同種・類似工事の施工実績」では、次に掲げる工事に該当するものを評価する。

／２０

「同種・類似工事の施工実績」について、共同企業体の代表者でない構成員としての施工実績は、入札参加資格とは別に、総合評価においては施工実績に含まない。

選
択

同種・類似工事の従事
経験

過去15年間の主任（監理）技術者及び現場
代理人としての同種・類似工事の従事経験

／１０

必
須

優良工事表彰歴
土木一式工事における過去５か年度の優良
工事表彰歴

／１０

選
択

生産性向上の取組
(ＩＣＴの活用)

当該工事におけるＩＣＴの活用 ／１０

評　価　項　目　等　（実績確認型）

必
須

工事成績評定点 過去３か年度の工事成績評定平均点 ／２０

／５０

選
択

同種・類似工事の施工
実績

過去15年間の同種・類似工事の施工実績 ／１０

／１０契約実績あり 5

本・支店、営業所の有
無

同一市町内（管内）での本・支店、営業所
の所在の有無

／１５

必
須

公共土木施設愛護事業
への参加実績

過去２か年度の公共土木施設愛護事業への
参加実績

／　５

必
須

県内下請業者の活用 全ての下請を含む施工体制の計画 ／　５

必
須

若手技術者等の育成 若手技術者等（35歳未満）の現場への配置 ／　５

／３０

「同種・類似工事の従事経験」について、担当技術者及び共同企業体の代表者でない構成員としての従事経験は、入札参加資格とは別に、総合評価においては従事経験に含まない。

必
須

災害対応等の実績

過去２か年度の災害協定等に基づく応急対
策業務、支援活動業務及び災害ボランティ
ア活動の実績並びに過去２か年度の災害協
定に基づく訓練パトロールへの参加実績

／１５

／　５
～１０

（主作業船を用いる海上工事の場合）

所有する主作業船の有無又は使用

 (工種が土木一式における一般土木の場合)

掘削系建設機械及びダンプトラック（最大積載
量２ｔ以上）の所有の有無

必
須

災害時の事業継続力 災害時の事業継続計画（ＢＣＰ）の認定の有無 ／　５

（鋼橋・ＰＣ橋・水門樋門工事等で工場製作を伴う場合）

製作工場の有無

／２５

選
択

設備等施工体制
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（別添）愛媛県建設工事簡易型総合評価落札方式（施工計画型）における施工計画作成に係る注意事項について、次の表

の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。  

改    正    後  改    正    前  

２  施工計画の体裁等について  ２  施工計画の体裁等について  

 ①  省略   ①  省略  

 ②  次の条件を満たさない施工計画の提出があった場合に  

  おいて、  

  ・ファイル形式又は用紙サイズに係る条件を満たしてい  

   ないときは、その者の施工計画は「評価しない」。  

  ・ページ数に係る条件を満たしていないときは、その者  

   の施工計画は、条件を満たしている範囲を「評価」し、 

   条件を満たしていない範囲（ページ数超過部分）は「評  

   価しない」。  

  こととする。  

 ②  ファイル形式に係る次の条件を満たさない施工計画の

提出があった場合は、その者が行った入札を「無効」と

する。  

  

 省略  省略    省略  省略   
  

 ③  次に示す様式の設定に係る条件を満たさない施工計画  

  の提出があった場合において、記載できる提案の情報量  

  を増加する目的で変更が行われたと発注者が判断したと  

  きは、その者の施工計画は「評価しない」こととする。  

 ③  次に示す様式の設定に係る条件を満たさない施工計画  

  の提出があった場合において、記載できる提案の情報量  

  を増加する目的で変更が行われたと発注者が判断した場  

  合は、その者が行った入札を「無効」とする。     
  

 省略  省略    省略  省略   
  

 ④  省略   ④  省略  

 ⑤  様式上の次の項目については削除可能とするが、その他  

  の様式上の項目を削除した施工計画の提出があった場合  

  において、記載できる提案の情報量を増加する目的で変  

  更が行われたと発注者が判断したときは、その者の施工  

 ⑤  様式上の次の項目については削除可能とするが、その他  

  の様式上の項目を削除した施工計画の提出があった場合  

  において、記載できる提案の情報量を増加する目的で変  

  更が行われたと発注者が判断した場合は、その者が行っ  
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  計画は「評価しない」こととする。    た入札を「無効」とする。      
  

以下省略  以下省略  
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（様式４）企業の施工能力についての一部を次のように改める。 
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（様式４）                                   （用紙Ａ４） 

企業の施工能力について 

 
工事名 ：  

               商号又は名称：                            

(1)施工実績 

工 事 名  

発 注 者 名  

工 事 場 所  

契 約 金 額  

完 成 時 期 
（該当する□に一箇所印を

付すこと。） 

□過去 15 年以内 

□完成後 15 年超経過 

受注形態等 
（該当する□に一箇所印を付

すこと。） 

□単体  

□共同企業体（代表者） 

（出資比率  ％） 

 □共同企業体（代表者以外の構成員） 

（出資比率  ％） 

工
事
概
要
等 

○○○○  

○○○○  

 
注１ 入札公告に掲げる要件をすべて満たす同種工事等の元請としての施工実績について記載すること。 
２ 工事場所は、市町村名まで記載すること。 
３ 完成時期の項は、開札日から起算しての年数とする。 
４ 受注形態等の( )内は、共同企業体における自己の出資比率を記載すること。 
５ 記載した内容は、施工実績を証する書類により確認できるものであること。 

 
※工事概要等の右欄には、同種工事等の施工実績として求める事項を記載すること。 
 
 

【施工計画型又は実績確認型の場合（工種が解体工事のときを除く。）】 

(2)工事成績評定点 

注 発注する工事が施工計画型又は実績確認型の場合に、前（３・６）か年度に完成した愛媛県土木部及び
農林水産部発注の格付け業種に係る工事成績評定点（完成検査後に修正があった工事については、修正後
の工事成績評定点とする。）の平均点（小数第１位を四捨五入した整数）を記載すること。 

なお、前年度又は前々年度に65点未満の工事がある場合も、平均点の算定に加味すること。 
 
※工事成績評定対象は、土木一式工事は３か年度（港湾・海上工事及びＰＣ橋上部工事については、６か年
度）、土木一式工事以外は６か年度であるため、表中及び注書きの（３・６）のいずれかとすること。 

過去（３・６）か年度 

の工事成績評定平均点 
                点 
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【工種が土木一式で施工計画型又は実績確認型の場合】 

(3)優良工事表彰歴 

土木一式工事における過去５
か年度の優良 
工事表彰歴 

（該当する□に一箇所印を
付すこと。） 

□２回以上 

□１回 

□なし 

注 発注する工事の工種が土木一式工事で施工計画型又は実績確認型の場合に、当該年度を除く過去５か年
度における国土交通省四国地方整備局長表彰又は愛媛県知事表彰の表彰歴（土木一式工事に限る。）を記載
すること。 

なお、記載した内容は、表彰状の写しにより確認できるものであること。 
 
 
【設計金額１億円以上の土木一式工事の場合（県内業者の参加が見込まれる場合に限

る。）】 

(4)生産性向上の取組（ＩＣＴの活用） 

注 評価基準は以下のとおりとする。 
 （要領等） 
  愛媛県が定める要領等（以下「県要領」という。） 
   愛媛県ＩＣＴ活用工事実施要領_（土木部） 
   愛媛県農地整備課ＩＣＴ活用工事実施要領_（農林水産部） 
   愛媛県森林整備保全事業ＩＣＴ活用工事試行実施要領_（農林水産部） 

当該工事における生産

性向上の取組（ＩＣＴ

の活用）について 

（いずれかの□に必ず

印を付し、実施する

内容（要領等におい

て種別の区分がある

ものは種別まで）を

記載すること。） 

(1) 

□この工事における施工プロセスの全てでＩＣＴを活用します。

（ＩＣＴ全面活用） 

活用する具体的な工種・種別 

 

 

 

(2) 

□この工事における施工プロセスの一部（次の組合せ）でＩＣＴ

を活用します。（ＩＣＴ部分活用） 

①３次元起工測量、②３次元設計データ作成、 

③ＩＣＴ建設機械による施工、⑤３次元データの納品 

活用する具体的な工種・種別 

 

 

 

①３次元起工測量、②３次元設計データ作成、 

④３次元出来形管理等の施工管理、⑤３次元データの納品 

活用する具体的な工種・種別 

 

 

 

(3) 

□この工事において、(1)(2)以外の方法で生産性向上に資するＩ 

ＣＴを活用します。 

活用する具体的な工種・種別や技術 

 

 

 

 

(4) □いずれも活用しません。 
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  国土交通省等が定める要領等（以下「国要領」という。） 
   港湾事業におけるＩＣＴ の全面的な活用の推進に関する実施方針_（国土交通省） 
   ＩＣＴ活用工事 （地盤改良工）実施要領_（国土交通省） 
   ＩＣＴ活用工事 （法面工）実施要領_（国土交通省） 
   ＩＣＴ活用工事 （付帯構造物設置工）実施要領_（国土交通省） 

ＩＣＴ活用工事 （基礎工）実施要領_（国土交通省） 
ＩＣＴ活用工事 （構造物工（橋脚・橋台））実施要領_（国土交通省） 
ＩＣＴ活用工事 （擁壁工）実施要領_（国土交通省） 
情報化施工技術の活用ガイドライン（農林水産省） 

   森林整備保全事業ＩＣＴ活用工事試行実施要領（林野庁） 
   森林整備保全事業ＩＣＴ活用工事試行積算要領（林野庁） 

※上記のほか、工事を所管する発注機関に関係する最新の要領を適用する。 
（考え方） 

「施工プロセス」：①３次元起工測量、②３次元設計データ作成、③ＩＣＴ建設機械による施工、④３次
元出来形管理等の施工管理、⑤３次元データの納品 

「ＩＣＴ全面活用」：施工プロセス①～⑤を全て実施 
「ＩＣＴ部分活用」：施工プロセス①②③⑤又は①②④⑤の組合せで実施 
※港湾事業は、国の要領等による。 

（1）施工プロセスの全てでＩＣＴを活用（ＩＣＴ全面活用）：10点 
  県要領で定める「ＩＣＴ全面活用」を実施する場合又は県要領に定めの無い工種について、国要領で
定める施工プロセス全てを実施する場合 

当該工事でＩＣＴを活用する工種・種別（要領等において種別の区分があるものは必ず種別まで）を
具体的に記載すること。具体的な記載がない場合は評価しない。 
※土工の場合、工種・種別（掘削工・床堀工・盛土工・法面整形工・基盤造成・表土整地）のうち１種
別以上で実施すれば評価する。ただし、土木工事施工管理基準の規定等により一部の施工プロセスが
「該当なし」となる工種・種別（床堀工・法面整形工）のみを実施する場合は、ＩＣＴ全面活用とし
て評価しない。 

※舗装工の場合、路盤工又はアスファルト舗装工等のみの実施でも評価する。 
※土工及び舗装工において、県要領で定める対象工事の施工量に満たない工事においても上記と同様に
実施すれば評価する。 

※国要領で活用可能な種別が複数ある場合、１種別以上で実施すれば評価する。ただし、一部の施工プ
ロセスが「該当なし」となる工種・種別のみを実施する場合は、ＩＣＴ全面活用として評価しない。 

（2）施工プロセスの一部でＩＣＴを活用（ＩＣＴ部分活用）：５点 
県要領で定める「ＩＣＴ部分活用」を実施する場合又は県要領に定めの無い工種について、国要領で

定める施工プロセス①②④⑤を実施する場合 
当該工事でＩＣＴを活用する工種・種別（要領等において種別の区分があるものは必ず種別まで）を

具体的に記載すること。具体的な記載がない場合は評価しない。 
  ※土工の場合、工種・種別（掘削工・床堀工・盛土工・法面整形工・基盤造成・表土整地）のうち１種別

以上で実施すれば評価する。 
  ※舗装工の場合、路盤工又はアスファルト舗装工等のみの実施でも評価する。 
  ※土工及び舗装工において、県要領で定める対象工事の施工量に満たない工事においても上記と同様に

実施すれば評価する。 
 ※国要領で活用可能な構造物が複数ある場合は、当該工事における主たる構造物を含む１構造物以上で

実施すれば評価する。 
（3）その他のＩＣＴを活用：３点 

   県要領で定める「その他ＩＣＴ活用」を実施する場合 
当該工事で活用する工事・種別（要領等において種別の区分があるものは必ず種別まで）やＩＣＴ技

術を具体的に記載すること。具体的な記載がない場合は評価しない。 
  《評価できる事例》 

(ｱ)10点、５点に該当しない施工プロセスで実施する場合 
     (ｲ)全ての段階確認、材料確認及び立会について、遠隔臨場で実施する場合。ただし、監督員との協議

により現場で実施する場合及び省略する場合は除く。 
   (ｳ)ワンマン測量を実施する場合 
   (ｴ)橋脚等の鉄筋構造物において、国土交通省の「デジタルデータを活用した鉄筋出来形計測の実施要

領（案）」で定める出来形管理を行う場合 
   (ｵ)基礎工事等において、施工精度をリアルタイムで監視できるシステム等を用いて精度管理を行う場

合 
   (ｶ)「愛媛県土木部における情報共有システム試行要領」に基づきASPを活用する場合 
   (ｷ)その他、上記に類する場合 
・県要領に基づき、「発注者指定型」又は「受注者希望型」の対象とする工事についても、本項目の対象と
し、実施する内容に応じて評価する。 

・ＩＣＴ活用は本項目において優先して評価し、同様の内容を施工計画型の施工計画として提案した場合、
施工計画としては評価しない。 

・実施することとしていた生産性向上の取組（ＩＣＴの活用）について、受注者の責により実施しなかった
場合は、工事成績評定要領細則に基づき、当該工事の工事成績評定点を減点する。 
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施行計画型及び実績確認型の評価値算出表を次のように改める。 
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施工計画型（土木一式工事)

評価値算出表（　　年　　月　　日）

工事名：○○第○号の○　○○○　○○○工事

(1)施工計画 （５）地理的要件

施工計画
得点合計

（b）

同種・類似工
事の施工実
績

工事成績評
定点

優良工事表
彰歴

生産性向上
の取組
(ＩＣＴの活用)

企業の施
工能力
得点合計

（ｃ）

同種・類似工
事の従事経
験

主任(監理)
技術者の保
有する資格

継続学習（Ｃ
ＰＤ）の取組
み

配置予定
技術者
得点合計

(d)

設備等施工
体制

災害時の事
業継続力

県内下請業
者の活用

若手技術者
等の育成

技術力の継
続的な確保
得点合計

(ｅ)

本・支店、営
業所の有無
（○○市）

(ｆ)

災害対応等
の実績

公共土木施
設愛護事業
への参加実
績

年間維持工
事等の契約
実績

地域貢献
度

得点合計

(ｇ)

配点 20 90 10 20 10 10 50 10 5 5 20 10 5 5 5 25 15 15 5 10 30

0 0 0 0 0.0000 0.0000 1

0 0 0 0 0.0000 0.0000 1

0 0 0 0 0.0000 0.0000 1

0 0 0 0 0.0000 0.0000 1

0 0 0 0 0.0000 0.0000 1

0 0 0 0 0.0000 0.0000 1

0 0 0 0 0.0000 0.0000 1

0 0 0 0 0.0000 0.0000 1

0 0 0 0 0.0000 0.0000 1

0 0 0 0 0.0000 0.0000 1

0 0 0 0 0.0000 0.0000 1

0 0 0 0 0.0000 0.0000 1

0 0 0 0 0.0000 0.0000 1

0 0 0 0 0.0000 0.0000 1

加算点
（小数第5
位以下切り
捨て）

（ｈ)=(b)÷
90×10+(c)
÷50×

3.0+(d)÷20
×2.5+(e)÷
25×1.5+(ｆ)
÷15×

1.0+(ｇ)÷30
×2.0

入札金額
（億円）

（ｉ）

施工体制
確認点

(a)
商号又は名称

評
価
項
目

評価値
順位

金額
順位

評価値
（小数第5
位以下切り
捨て）

(80+(a)+(ｈ))
÷(ｉ) 加算点

順位

（２）企業の施工能力 （３）配置予定技術者 （６）地域貢献度（４）技術力の継続的な確保
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実績確認型（土木一式工事）　

評価値算出表（　　年　　月　　日）

工事名：○○第○号の○　○○○　○○○工事

（４）地理的要件

同種・類似工
事の施工実
績

工事成績評
定点

優良工事表
彰歴

生産性向上
の取組
(ＩＣＴの活用)

企業の施
工能力
得点合計

（b）

同種・類似工
事の従事経
験

主任(監理)
技術者の保
有する資格

継続学習（Ｃ
ＰＤ）の取組
み

配置予定
技術者
得点合計

(c)

設備等施工
体制

災害時の事
業継続力

県内下請業
者の活用

若手技術者
等の育成

技術力の
継続的な
確保

得点合計

(ｄ)

本・支店、営
業所の有無
（○○市）

(ｅ)

災害対応等
の実績

公共土木施
設愛護事業
への参加実
績

年間維持工
事等の契約
実績

地域貢献
度

得点合計

(ｆ)

配点 20 10 20 10 10 50 10 5 5 20 10 5 5 5 25 15 15 5 10 30

0 0 0 0 0.0000 0.0000 1

0 0 0 0 0.0000 0.0000 1

0 0 0 0 0.0000 0.0000 1

0 0 0 0 0.0000 0.0000 1

0 0 0 0 0.0000 0.0000 1

0 0 0 0 0.0000 0.0000 1

0 0 0 0 0.0000 0.0000 1

0 0 0 0 0.0000 0.0000 1

0 0 0 0 0.0000 0.0000 1

0 0 0 0 0.0000 0.0000 1

0 0 0 0 0.0000 0.0000 1

0 0 0 0 0.0000 0.0000 1

商号又は名称

評
価
項
目

施工体制
確認点

(a)

評価値
順位

金額
順位

（５）地域貢献度（２）配置予定技術者（１）企業の施工能力

評価値
（小数第5
位以下切り
捨て）

(80+(a)+(ｇ))
÷(ｈ)

加算点
順位

（３）技術力の継続的な確保
加算点
（小数第5
位以下切り
捨て）

（ｇ)=(b)÷
50×2.5+(c)
÷20×

2.5+(d)÷25
×1.5+(ｅ)÷
15×1.5+(ｆ)
÷30×2.0

入札金額
（億円）

（ｈ）
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附 則 

１ この要領は、令和６年６月１日から施行する。ただし、改正後の愛媛県建設工事簡易型総合評価落札方式実施要領第４条及び別添

「愛媛県建設工事簡易型総合評価落札方式（施工計画型）における施工計画作成に係る注意事項について」の規定は、令和６年４月１

日から施行する。 

２ 前項本文の施行日前に入札の公告を行った工事については、なお従前の例による。 

実績確認型（設計金額２億円以上の工事のうち、「実績確認型」によることができるもの（土木一式工事））

評価値算出表（　　年　　月　　日）

工事名：○○第○号の○　○○○　○○○工事

（４）地理的要件

同種・類似工
事の施工実
績

工事成績評
定点

優良工事表
彰歴

生産性向上
の取組
(ＩＣＴの活用)

企業の施
工能力
得点合計

（ｂ）

同種・類似工
事の従事経
験

主任(監理)
技術者の保
有する資格

継続学習（Ｃ
ＰＤ）の取組
み

配置予定
技術者
得点合計

(ｃ)

設備等施工
体制

災害時の事
業継続力

県内下請業
者の活用

若手技術者
等の育成

技術力の継
続的な確保
得点合計

(ｄ)

本・支店、営
業所の有無
（○○市）

(ｅ)

災害対応等
の実績

公共土木施
設愛護事業
への参加実
績

年間維持工
事等の契約
実績

地域貢献
度

得点合計

(ｆ)

配点 20 10 20 10 10 50 10 5 5 20 10 5 5 5 25 15 15 5 10 30

0 0 0 0 0.0000 0.0000 1

0 0 0 0 0.0000 0.0000 1

0 0 0 0 0.0000 0.0000 1

0 0 0 0 0.0000 0.0000 1

0 0 0 0 0.0000 0.0000 1

0 0 0 0 0.0000 0.0000 1

0 0 0 0 0.0000 0.0000 1

0 0 0 0 0.0000 0.0000 1

0 0 0 0 0.0000 0.0000 1

0 0 0 0 0.0000 0.0000 1

0 0 0 0 0.0000 0.0000 1

0 0 0 0 0.0000 0.0000 1

0 0 0 0 0.0000 0.0000 1

0 0 0 0 0.0000 0.0000 1

評価値
（小数第5
位以下切り
捨て）

(80+(a)+(ｇ))
÷(ｈ)

（２）配置予定技術者 （３）技術力の継続的な確保 （５）地域貢献度
入札金額
（億円）

（ｈ）

商号又は名称

評
価
項
目

施工体制
確認点

(a)

（１）企業の施工能力
加算点
（小数第5
位以下切り
捨て）

（ｇ)=(ｂ)÷
50×3.0+(ｃ)
÷20×

2.5+(ｄ)÷25
×1.5+(ｅ)÷
15×1.0+(ｆ)
÷30×2.0

加算点
順位

金額
順位

評価値
順位


